
○　会計別決算の状況

（単位：千円） （参考）

※企業会計は、収益的収支額を計上しています(税抜き)。
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　平成24年度の各会計別決算の状況は次のとおりです。
　一般会計は、歳入総額２００億６，９７５万７千円、歳出総額１９３億８３３万３千円で、翌年度への繰越財源１億３７９万５千円
を除いた実質収支額は、６億５，７６２万９千円となりました。
　特別会計は７会計合計で、歳入総額１０７億７，０６３万６千円、歳出総額１０５億２，７４４万３千円であり、国民健康保険特別
会計では、財政調整基金を取り崩すことなく２億１，５４１万４千円の黒字となりました。
　企業会計については、水道事業において、老朽管更新事業を実施するとともに、高度浄水処理施設整備事業に着手しました。また、
事業の効率化や経費節減に取り組んだ結果、１，５０１万３千円の黒字となりました。簡易水道事業においても事業の効率化に努め、
１，９０４万４千円の黒字となりました。下水道事業は、企業債の元利償還金や施設の老朽化に伴う修繕経費等が増加しており、一般
会計からの補てんを行う中で３，９２２万１千円の黒字となりました。病院事業は、「西脇病院改革プラン」を再策定し、経営改善に
取り組んだ結果、１億１，１８３万円の黒字となりました。
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***平成24年度決算の概要***
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○　一般会計の状況

(1)　歳入の状況

（単位：千円、％）
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　市税は、市民税が６，８０３万４千円増加（前年比３．４％増）したものの、固定資産税が２億３，１３０万２千円の減少（前年
比８．９％減）となったことなどから、市税全体として１億８，６８９万９千円の減少（前年比３．６％減）となりました。
  地方交付税は、２億７，５０１万８千円増加しました。
　国庫支出金は、西脇南中学校改築事業に係る補助金等により、１億２，９０６万４千円増加しました。
　県支出金は、日本のへそ日時計の丘公園の県からの移管に伴う維持管理運営交付金等により、２億３，２６７万５千円増加しまし
た。
　市債は、西脇南中学校改築事業に伴う借入等により、３億２，７９０万３千円増加しました。
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(2)　歳出の状況

(ｱ)　目的別

（単位：千円、％）
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　歳出の状況を目的別にみると、総務費は地域振興を目的とした基金への積立が終了したことなどにより５億８，１６６万２千円
の減少、土木費は日本のへそ日時計の丘公園の維持管理運営のための基金への積立などにより６億５，３７３万５千円の増加、教
育費は西脇南中学校改築事業等により１１億３，１００万６千円増加しました。

増 減 額
平成23年度

決 算 額

1.2

議会費

1.1%

総務費

9.1%

民生費

26.9%

衛生費

13.9%

労働費

1.2%
農林水産業費

2.5%

商工費

1.9%

土木費

15.8%

消防費

2.9%

教育費

13.7%

災害復旧費

0.1%

公債費

9.2%

諸支出金

1.7%

3



(ｲ)　性質別

（単位：千円、％）
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決 算 額 構成比
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　義務的経費では、人件費が１億５，８３２万４千円減少しました。投資的経費では、普通建設事業費が西脇南中学校改築事業等
により９億３，８９５万４千円増加しました。その他の経費では、地域振興を目的とした基金への積立が終了したことにより、積
立金が３億６，１５７万３千円減少、繰出金が茜が丘宅地供給事業特別会計への繰出の増加により、３億４，１６１万８千円増加
しました。
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○　財政指標

経常収支比率 (%)

実質公債費比率 (%)

財政力指数

区　　　分 平成23年度平成24年度
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　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９０．１％で、前年度
より０．３ポイント悪化しました。実質公債費比率については、
１．１ポイント良化しました。
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財 政 力 指 数
※経常収支比率とは、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経

常的に収入される財源のうち、人件費、扶助費、公債費のよう
に毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割
合をいいます。

※実質公債費比率とは、借入金（地方債）の返済額の大きさを指標
化し、資金繰りの程度を示すものです。この比率が低いほど返済
の負担が軽いことを意味し、１８％以上の団体については、地方
債の発行に際し総務大臣等の許可が必要となります。
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※財政力指数とは、自治体の財政力の強弱を表す指標で、基準財政
収入額を基準財政需要額で除して得られた数値の過去３年間の平
均をいいます。財政力指数が「１」に近いほど財政力が強いと判
断できます。
・基準財政収入額：普通地方税×７５％＋地方譲与税等
・基準財政需要額：自治体が、合理的で妥当な水準の行政活動を行う

ために必要な財政需要を、各行政項目ごとに算定
して求めた額
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○　市債現在高の状況

（単位：千円）

簡易水道事業
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合　　　　計
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0
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0
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末現在高 市債発行額 元金償還額 末現在高

　借入金である市債の一般会計の平成２４年度末現在高は、６億５，９８６万円増加（前年比４．１％増）しましたが、企業会計を含
めた市全体では１１億７７７万５千円減少（前年比２．０％減）しました。一般会計の市債現在高が増加した主な要因は、西脇南中学
校改築事業に伴う発行及び臨時財政対策債の発行です。
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一般会計 下水道 水道事業 病院事業 その他

※臨時財政対策債とは、国から地方自治体に交付
される地方交付税の原資が足りないため、不足
分の一部を地方自治体が借り入れし、財源を確
保することです。返済時には地方交付税として
全額措置されます。
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○　基金の状況

（単位：千円）

11,070

153,815 200,922
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37,765 24,996
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287
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合　　　　　計 7,184,403

126,630そ の 他 基 金

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金

507,9256,411

4,931 63,034

62,761

969,930 477,275

1,363,828

400,839

58,798公 営 墓 地 基 金

128,381 1,858

57,227

地 域 振 興 基 金

積　立　額

15,577

133,820国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

生 活 排 水 処 理 事 業 基 金

105,653

114,662

3,457,152 0

平成23年度

1,082,024

3,766,674
取りくずし額

309,522

30,863 54,283 180,144減 債 基 金

平成24年度中増減額
末現在高

203,564

末現在高
平成24年度

　貯金である基金の平成２４年度末残高は、７６億７，７０５万８千円で、前年度に比べ４億９，２６５万５千円増加しました。
　財政調整基金は３億９５２万２千円増加しました。一方、公共施設整備基金については、新病院建設に係る資金に充当するため、２
億９２万２千円を取り崩しました。また、満期一括償還に伴い減債基金を５，４２８万３千円取り崩しました。その他の基金では、日
本のへそ日時計の丘公園の維持管理運営のための基金への積立と施設のリニューアルに係る費用へ充当するための取崩しなどを含め、
２億１，６７５万８千円増加しました。
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7


